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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成20年10月9日(2008.10.9)

【公開番号】特開2007-4102(P2007-4102A)
【公開日】平成19年1月11日(2007.1.11)
【年通号数】公開・登録公報2007-001
【出願番号】特願2005-248687(P2005-248687)
【国際特許分類】
   Ｇ０３Ｇ  15/02     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０３Ｇ  15/02    １０１　
   Ｂ３２Ｂ  27/00    １０１　

【手続補正書】
【提出日】平成20年8月22日(2008.8.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体、該支持体上に形成された導電性弾性層、および、該導電性弾性層上に形成され
た表面層を有する帯電部材において、該表面層が、下記工程（ＶＩＩ）および（ＶＩＩＩ
）を経て形成された層であることを特徴とする帯電部材。
（ＶＩＩ）末端にイソシアネート基を有するシロキサンと、ポリエステル成分およびポリ
スチレン成分の少なくとも一方との共重合体、ならびに、下記式（４）で示される構造を
有する加水分解性化合物を含む処理剤を、導電性弾性層の表面領域に含浸させる含浸工程
【化４】

（式（４）中、ｈは１以上の整数であり、ｋは３以上の整数である。Ｚ４１は、１価の有
機基を示す。Ｍ４１は、価数がｋである元素を示す。Ｒｈ４１は、加水分解性基を示す。
）
（ＶＩＩＩ）該処理剤が含浸された導電性弾性層の表面領域に紫外線を照射する照射工程
【請求項２】
　前記式（４）中のＭが、Ｓｉ、Ｔｉ、Ａｌ、ＳｎおよびＺｒから選択されるいずれかの
元素である請求項１に記載の帯電部材。
【請求項３】
　前記式（４）中のＭがＳｉであり、ｈが１であり、ｋが４である請求項１または２に記
載の帯電部材。
【請求項４】
　前記表面層が、下記（ｉ）～（ｉｉｉ）で示す物性を有している請求項１～３のいずれ
かに記載の帯電部材。
（ｉ）６＜表面自由エネルギー（γ２

Ｔｏｔａｌ）≦３５［ｍＪ／ｍ２］
（ｉｉ）０．１≦表面の動摩擦係数（μ）≦０．３
（ｉｉｉ）１．０×１０－６≧静電容量（Ｃ）≧５．０×１０－９［Ｆ］
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【請求項５】
　前記導電性弾性層の表面の表面自由エネルギー（γ１

Ｔｏｔａｌ）が４０ｍＪ／ｍ２以
下であり、かつ、該γ１

Ｔｏｔａｌと前記γ２
Ｔｏｔａｌとが下記（ｉｖ）で示す関係を

有している請求項４に記載の帯電部材。
（ｉｖ）｜γ１

Ｔｏｔａｌ－γ２
Ｔｏｔａｌ｜≧１０［ｍＪ／ｍ２］

【請求項６】
　支持体、該支持体上に形成された導電性弾性層、および、該導電性弾性層上に形成され
た表面層を有する帯電部材において、該表面層が、下記（ｉ）～（ｉｉｉ）で示す物性を
有していることを特徴とする帯電部材。
（ｉ）６＜表面自由エネルギー（γ２

Ｔｏｔａｌ）≦３５［ｍＪ／ｍ２］
（ｉｉ）０．１≦表面の動摩擦係数（μ）≦０．３
（ｉｉｉ）１．０×１０－６≧静電容量（Ｃ）≧５．０×１０－９［Ｆ］
【請求項７】
　前記導電性弾性層の表面自由エネルギー（γ１

Ｔｏｔａｌ）が４０ｍＪ／ｍ２以下であ
り、かつ、該γ１

Ｔｏｔａｌと前記γ２
Ｔｏｔａｌとが下記（ｉｖ）で示す関係を有して

いる請求項６に記載の帯電部材。
（ｉｖ）｜γ１

Ｔｏｔａｌ－γ２
Ｔｏｔａｌ｜≧１０［ｍＪ／ｍ２］

【請求項８】
　電子写真感光体と、該電子写真感光体の表面を帯電するための帯電部材とを一体に支持
し、電子写真装置本体に着脱自在であるプロセスカートリッジにおいて、該帯電部材が請
求項１～７のいずれかに記載の帯電部材であることを特徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項９】
　前記帯電部材が前記電子写真感光体に接触配置されている請求項８に記載のプロセスカ
ートリッジ。
【請求項１０】
　電子写真感光体と、該電子写真感光体の表面を帯電するための帯電部材とを有する電子
写真装置において、該帯電部材が請求項１～７のいずれかに記載の帯電部材であることを
特徴とする電子写真装置。
【請求項１１】
　前記帯電部材が前記電子写真感光体に接触配置されている請求項１０に記載の電子写真
装置。
【請求項１２】
　前記帯電部材に直流電圧のみの電圧を印加するための電圧印加手段を有する請求項１０
または１１に記載の電子写真装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　本発明は、支持体、該支持体上に形成された導電性弾性層、および、該導電性弾性層上
に形成された表面層を有する帯電部材において、該表面層が、下記工程（ＶＩＩ）および
（ＶＩＩＩ）を経て形成された層であることを特徴とする帯電部材である（以下「本発明
の第１の帯電部材」ともいう。）。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】



(3) JP 2007-4102 A5 2008.10.9

　また、本発明は、支持体、該支持体上に形成された導電性弾性層、および、該導電性弾
性層上に形成された表面層を有する帯電部材において、該表面層が、下記（ｉ）～（ｉｉ
ｉ）で示す物性を有していることを特徴とする帯電部材である（以下「本発明の第２の帯
電部材」ともいう。）。
（ｉ）６＜表面自由エネルギー（γ２

Ｔｏｔａｌ）≦３５［ｍＪ／ｍ２］
（ｉｉ）０．１≦表面の動摩擦係数（μ）≦０．３
（ｉｉｉ）１．０×１０－６≧静電容量（Ｃ）≧５．０×１０－９［Ｆ］
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　まず、本発明の第１および第２の帯電部材（まとめて以下「本発明の帯電部材」ともい
う。）の共通の構成について説明する。
　本発明の帯電部材は、支持体、該支持体上に形成された導電性弾性層、および、該導電
性弾性層上に形成された表面層を有するものである。この「表面層」とは、帯電部材が有
する層のうち、帯電部材の最表面に位置する層を意味する。
　本発明の帯電部材の最も簡単な構成は、該支持体上に導電性弾性層および表面層の２層
を設けた構成であるが、支持体と導電性弾性層との間や導電性弾性層と表面層との間に別
の層を１つまたは２つ以上設けてもよい。
　また、導電性弾性層や表面層は、それぞれ導電性弾性層用の材料および表面層用の材料
を用いて形成された層であってもよいし（以下「積層形態１」ともいう。）、または、導
電性弾性層用の材料を用いて層を形成した後、該層の表面領域（表面およびその近傍）を
改質し、改質後の領域を表面層とすることによって、導電性弾性層および表面層との積層
構成としてもよい（以下「積層形態２」ともいう。）。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正２９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正３０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正３９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６８
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正４０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７８
【補正方法】削除
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【補正の内容】
【手続補正５０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８４】
　次に、本発明の第１の帯電部材について説明する。
　本発明の第１の帯電部材は、上記のとおり、支持体、該支持体上に形成された導電性弾
性層、および、該導電性弾性層上に形成された表面層を有する帯電部材において、該表面
層が、下記工程（ＶＩＩ）および（ＶＩＩＩ）を経て形成された層であることを特徴とす
る帯電部材である。
【手続補正５６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９７】
　以下、本発明の第１の帯電部材の具体的な製造方法について説明する。
　まず、末端にイソシアネート基を有するシロキサンと、ポリエステル成分およびポリス
チレン成分の少なくとも一方との共重合体を得る。このとき、末端にイソシアネート基を
有するシロキサンの質量（ｍＩ）とポリエステル成分およびポリスチレン成分の合計質量
（ｍｐ）との比（ｍＩ：ｍｐ）は、１００：０～６０：４０であることが好ましく、特に
は８０：２０～７０：３０であることがより好ましい。末端にイソシアネート基を有する
シロキサンの量が多いほど、繰り返し使用による帯電部材の表面へのトナーや外添剤の固
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着の程度が小さくなる傾向にある。
【手続補正５７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０４】
　導電性弾性部材の導電性弾性層のうち、上記処理剤の含浸および紫外線の照射を受けて
改質された表面領域が本発明の第１の帯電部材の表面層に相当する。また、導電性弾性部
材の導電性弾性層のうち、改質されなかった領域が本発明の第１の帯電部材の導電性弾性
層に相当する。
【手続補正５８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０６】
　次に、本発明の第２の帯電部材について説明する。
　本発明者らは、本発明の第１の帯電部材を基に、帯電部材の各種特性のうち、どの特性
が上述の課題の解決に作用しているのかを検討した結果、主として、帯電部材の表面層（
表面）の化学的特性および物理的特性、さらには電気的特性が上述の課題の解決に作用し
ていることを見いだし、本発明の第２の帯電部材に係る発明を完成するに至った。
【手続補正５９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０７】
　本発明の第２の帯電部材は、上記のとおり、支持体、該支持体上に形成された導電性弾
性層、および、該導電性弾性層上に形成された表面層を有する帯電部材において、該表面
層が、下記（ｉ）～（ｉｉｉ）で示す物性を有していることを特徴とする帯電部材である
。
（ｉ）６＜表面自由エネルギー（γ２

Ｔｏｔａｌ）≦３５［ｍＪ／ｍ２］
（ｉｉ）０．１≦表面の動摩擦係数（μ）≦０．３
（ｉｉｉ）１．０×１０－６≧静電容量（Ｃ）≧５．０×１０－９［Ｆ］
【手続補正６０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０９】
　まず、帯電部材の表面自由エネルギー（γ２

Ｔｏｔａｌ）について説明する。本発明の
第２の帯電部材の表面自由エネルギー（γ２

Ｔｏｔａｌ）は、６ｍＪ／ｍ２を超えて３５
ｍＪ／ｍ２以下である。表面自由エネルギーが小さいほど、帯電部材の表面にトナーや外
添剤が固着しにくくなる傾向にある。一方、本発明者らは、表面自由エネルギーの低減に
はトリフッ化メチル基（－ＣＦ３）が最も効果があると考えている。このトリフッ化メチ
ル基が帯電部材の表面全域を占めた場合、帯電部材の表面自由エネルギーは、理論的に６
ｍＪ／ｍ２となる。
【手続補正６１】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０１１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１４】
　次に、帯電部材の表面の動摩擦係数（μ）について説明する。
　本発明の第２の帯電部材の表面の動摩擦係数（μ）は、０．１以上０．３以下である。
帯電部材が電子写真感光体に従動して回転する場合、動摩擦係数が大きすぎると、回転の
際に帯電部材が回転方向に弓状に撓みやすくなり、帯電部材が弓状に撓むと、帯電部材の
表面に部分的にトナーや外添剤が固着したり、トナーや外添剤の固着領域が増大したりす
ることがある。また、帯電部材が電子写真感光体に従動して回転する場合、動摩擦係数が
小さすぎると、帯電部材が回転しにくくなることがある。
　本発明において、帯電部材の表面の動摩擦係数（μ）は、次のようにして測定される値
を意味する。この測定方法は、オイラーのベルト式に準拠している。
【手続補正６２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１８】
　次に、帯電部材の表面層の静電容量（Ｃ）について説明する。
　本発明の第２の帯電部材の表面層の静電容量（Ｃ）は、５．０×１０－９Ｆ以上１．０
×１０－６Ｆ以下である。静電容量が大きいほど、帯電部材の表面の静電的な反発力が大
きくなり、帯電部材の表面にトナーや外添剤が固着しにくくなるが、大きすぎると、ゴー
スト現象が生じる場合がある。
【手続補正６３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２１】
　本発明の第２の帯電部材は、例えば、上述の本発明の第１の帯電部材と同様にして製造
することができ、上記各パラメーターに関しては、使用する材料の種類や配合比、さらに
は表面の粗さおよび表面層の層厚などを適宜調整することによって所望の値に調整するこ
とができる。
【手続補正６４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２３】
　なお、本発明の第１の帯電部材は、それぞれ上述の要件を満足すれば上述のとおりの優
れた効果が得られるものの、より顕著に優れた効果を得るという観点からは、これらのγ

２
Ｔｏｔａｌ、Ｃおよびμ、さらにはγ１

Ｔｏｔａｌも上述の条件を満足することが好ま
しい。
【手続補正６５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正７９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正８９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８７
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８９
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９０
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正９９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９４
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１００】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９５
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１０１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１９６】
　実施例１～４および比較例１～３の測定結果をまとめたものを表３に示す。
【手続補正１０２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１９７】
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【表３】

【手続補正１０３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９８
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１０４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１９９】
【表５】
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